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要　旨

　近年，学校生活上の不適応を示す中学生や高校生は多く，生徒の学校適応感に関わる

要因の解明は重要である。本研究では，中学生及び高校生における教師の自律性支援へ

の認知と学校適応感の関連を検証した。対象者は，中学 1年生 608 名と高校 1年生 594

名であった。パス解析の結果，教師の自律性支援への認知は学校適応感との正の関連が

示された。学校での教育相談場面における，教師の自律性支援をふまえた教師の対応に

ついて考察した。
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1．問題

　近年，中学校や高等学校で不登校などの学校生活上での不適応を示す生徒は多く（文部科学省 , 

2022），生徒の学校生活への適応が深刻な社会問題となっている。学校生活に対する生徒の主観

的な適応状態を表す学校適応感（石田 , 2009）は，在学中のキャリア意識（南他 , 2013）のみな

らず，卒業後の抑うつ症状など精神的健康（Sandstrom & Cillessen, 2010）などにも影響を及

ぼす。従って，中学生や高校生の学校適応感に関わる要因を明らかにすることは，極めて重要で

ある。先行研究では，学校適応感に関わる要因として，生徒の学校適応を支える立場である教師

の存在が注目されてきた。しかし，これらの先行研究の多くは，教師と生徒の関係性（e.g., 教

師との関係に対する生徒の満足感 ; 林田他 , 2018）に着目しており，教師から生徒への支援に着

目した研究は乏しい。実践的手立てを想定した場合，学校適応感を抱く生徒における教師との関

係性の理解だけでなく，学校適応感に繋がる教師の具体的な働きかけ自体を解明することが重要

である。そこで本研究では，生徒の自発性を促す支援を指す教師の自律性支援（Deci & Ryan, 
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1987）に着目した上で，生徒のその支援への認知と学校適応感との関連を，中学生及び高校生

を対象に検討する。さらに，学校での教育相談場面において，生徒の学校適応感に寄与する実践

的示唆についても考察する。

学校適応感

　学校適応感とは，学校での課題や要請に対して生徒が適応していると主観的に感じることを指

す（石田 , 2009）。近年，学校適応感は，学校での各場面や課題ごとの適応感を詳細に捉える試

みがなされている。石田（2009）は，学校適応感を学習関係，友人関係，学校全体，教師関係，

の 4つの側面から包括的に検討している。学習関係とは，学業に関する意欲関心，授業に対する

満足感を指す。友人関係とは，友人に対する親密感や満足感を指す。学校全体は，学校への帰属

意識や満足感を指す。教師関係とは，教師に対する信頼感や満足感を指す。なお，教師関係の側

面は，生徒の学校生活場面や課題における適応感というより，教師との関係性自体を捉えている

という指摘もある（e.g., 渡邉, 2020）。そこで本研究では，教師関係の側面の学校適応感を除いた，

学習関係，友人関係，学校全体の各側面の学校適応感に着目する。

　生徒の学校適応感には，教師との良好な関係性が重要な役割を果たすことが先行研究によって

明らかにされてきた。例えば，生徒が教師との関係性に満足し（林田他 , 2018），教師に対する

信頼感を持つことが（中井・庄司 , 2008），高い学校適応感につながっていた。一方で，教師か

ら生徒へのどのような働きかけや支援が，生徒の学校適応感に関わるのかを検討した研究は乏し

い。学校での教育相談場面における手立てを検討する場合，学校適応感を抱く生徒における教師

との関係性の特徴だけでなく，教師から生徒への具体的な支援こそ明らかにされる必要性がある。

そこで本研究では，学校適応感に関わる要因として，生徒の自発性を促す支援を指す教師の自律

性支援（Deci & Ryan, 1987）に着目する。

生徒による教師の自律性支援への認知と学校適応感

　教師の生徒への自律性支援とは，生徒の立場に立った上で，彼らの選択や自発性を促すことで

ある（Deci & Ryan, 1987）。先行研究によると，教師の自律性支援を認知している生徒は，内発

的動機づけが高く（Jang et al., 2009），学業成績が良好であり（Ng et al., 2016），高い自尊感

情（Chirkov & Ryan, 2001）や低い抑うつ症状（To et al., 2017）を示す。つまり，教師の自律

性支援への認知は，生徒の学業場面での適応のみならず，精神的健康にも関わる。こうした関連

性の背景としては，3つの基本的な心理的欲求（i.e., 自律性への欲求 , 有能感への欲求 , 関係性へ

の欲求）の充足が想定されている（岡田 , 2018）。自律性への欲求は，自身の行動を自ら決定し

たいという欲求を指す。有能感への欲求は，活動を通して自身の能力を高めたいという欲求を指

す。関係性への欲求は，他者との情緒的な繋がりを築きたいという欲求を指す。生徒は教師の自
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律性支援を認知することで，自律性への欲求が満たされ，自ら学業に熱心に取り組むようになる

と考えられる。また，生徒は教師の自律性支援を認知することで，有能感への欲求が満たされ自

身の能力を肯定的に自覚するとともに，関係性の欲求の充足によって他者関係に安心感を抱くよ

うになると考えられる。

　これらの先行研究を踏まえると，生徒による教師の自律性支援への認知は，学習関係，友人関

係，学校全体の各側面の学校適応感に関わることが予想される。生徒は教師の自律性支援を認知

することで，学業に自律的に取り組むようになることから，学習関係の側面の学校適応感を抱く

ことが予想される。また，生徒は教師の自律性支援を認知することで，有能感を持ち，学校内で

の他者関係において安心感を自覚できるようになることから，友人関係や学校全体の側面の学校

適応感を抱くことが予測される。

　以上のように，生徒による教師の自律性支援への認知は，多様な学校適応感（学習関係 , 友人

関係 , 学校全体）に関わることが想定されるが，この関連性を検討した先行研究は見当たらない。

中学生や高校生の学校不適応が社会的問題になっていることを踏まえると（文部科学省 , 

2022），中学生及び高校生の学校適応感に関わる要因としての教師の支援のあり方を明らかにす

ることは重要である。これらを明らかにすることによって，学校の教育相談場面において，生徒

の学校適応感に繋がる教師の指導や支援への示唆を得ることができると考えられる。

目的と仮説　

　本研究の目的は，生徒による教師の自律性支援への認知と学校適応感（学習関係 , 友人関係 , 

学校全体）との関連を，中学生及び高校生を対象に検討することであった。学校適応感及び教師

の自律性支援に関する先行研究（e.g., 石田 , 2009; 岡田 , 2018）を踏まえて，教師の自律性支援

への認知は学校適応感（学習関係 , 友人関係 , 学校全体）と正の関連がみられると予測した。

2．方法

対象者　

　対象者の属性をTable 1 に示す。対象者は，日本の中学校に所属する中学 1年生 608 名（平均

年齢 12.7 歳 , SD = 0.4; 男性 49.8%）と，日本の高等学校に所属する高校 1年生 594 名（平均年

齢 15.8 歳 , SD = 0.4; 男性 49.7 %）であった。通っている学校の種別は，中学 1年生，高校 1年

生共に，私立の学校より，公立及び国立の学校に通っている生徒が多かった。家庭年収に関して

は，中学 1年生では 400 ～ 600 万円未満の家庭が，高校 1年生では 600 ～ 800 万円未満の家庭

が最も多かった。両親の学歴は，中学 1年生，高校 1年生共に中等教育機関より，高等教育機

関を修了している両親が多かった。
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手続き

　オンライン調査会社である株式会社マクロミル（https://www.macromill.com/）の登録者のう

ち，中学 1年生もしくは高校 1年生の子どもと共に参加できる母親に対して，2022 年 1 月にオ

ンライン上で質問紙への回答を求めた。参加者に対して，（1）研究結果に影響しない範囲での目

的の説明，（2）調査への参加は強制ではなく自由意思であること，（3）調査のどの段階でも参

加を止めることができること，（4）データは統計的に処理され，個人情報が特定される形で公開

されることはないこと，（5）参加を拒否しても教育上・学業上の不利益は生じないこと，（6）取

得したデータは厳重に保管すること，を明示した。上記の事項をオンライン画面上で表示し，参

加へ同意した参加者のみが調査に回答した。本研究は，広島大学大学院人間社会科学研究科の倫

理審査（承認番号 20210225）によって承認された。本調査で使用したデータは，Open Science 

Framework（OSF）のホームページにおいて公開されている（https://osf.io/v8bma/）。

Table 1 　対象者の基本属性

属性変数 凡例
度数（%）

中学 1年生（n = 608） 高校 1年生（n = 594）
年齢 平均年齢 12.7（SD = 0.4）歳 15.8（SD = 0.4）歳
性別 男性 303（49.8） 295（49.7）

女性 305（50.2） 299（50.3）
学校種別 公立及び国立 531（87.3） 365（61.4）

私立 77（12.7） 229（38.6）
家庭年収 200 万円未満 9（2.0） 8（1.8）

200 ～ 400 万円未満 68（14.8） 55（12.7）
400 ～ 600 万円未満 155（33.7） 102（23.6）
600 ～ 800 万円未満 105（22.8） 105（24.2）
800 ～ 1000 万円未満 59（12.8） 78（18.0）
1000 ～ 1200 万円未満 28（6.1） 38（8.8）
1200 ～ 1500 万円未満 18（3.9） 25（5.8）
1500 ～ 2000 万円未満 11（2.4） 14（3.2）
2000 万円以上 7（1.5） 8（1.8）

不明 148（24.3） 161（27.1）
母親の学歴 中等教育機関を修了 153（25.2） 146（24.6）

高等教育機関を修了 453（74.5） 445（74.9）
不明 2（0.3） 3（0.5）

父親の学歴 中等教育機関を修了 175（28.8） 171（28.8）
高等教育機関を修了 425（69.9） 412（69.4）

不明 8（1.3） 11（1.8）
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質問紙構成　

　教師の自律性支援への認知　日本語版学習風土尺度（青島・鈴木 , 2022）の 15 項目を使用した。

「1．全くあてはまらない」から「7．とてもあてはまる」の 7件法であった。回答の内的一貫性

は高かった（α = .95）。

　学校適応感　学校適応感尺度（石田 , 2009）のうち，「学習関係，「友人関係」，「学校全体」の

下位尺度を使用した（各 4項目）。「1．全くあてはまらない」から「5．とてもあてはまる」の 5

件法であった。回答の内的一貫性は，友人関係（α = .82），学習関係（α= .82），学校全体（α

= .87）で，いずれも高かった。

3．結果

記述統計

　各指標の平均値と標準偏差をTable 2 に示す。分析には，SPSS Ver. 24（Arbuckle, 2016）を

使用した。予備的分析として，各指標とデモグラフィック変数（性別 , 学校種別 , 母親の学歴 , 父

親の学歴 , 家庭年収）との関連を検討した。その結果，男性は女性より，学校適応感の友人関係

の得点が高かった（t（1200）= 2.62, p = .009, Cohenのd = 0.15）。私立の学校に通っている生

徒は，公立及び国立の学校に通っている生徒より，学校適応感の学校全体の得点が高かった

（t（1200）= 2.41, p = .016, Cohenのd = 0.16）。母親が高等教育機関を修了している生徒は，母

親が中等教育機関を修了している生徒より，教師の自律性支援の認知（t（1195）= 5.69,  

p   ≲ .001, Cohenのd = 0.38），学校適応感の学習関係（t（1195）= 5.11, p   ≲ .001, Cohenのd = 

0.34），友人関係（t（1195）= 3.56, p   ≲ .001, Cohenのd = 0.24），学校全体（t（1195）= 5.36, 

p   ≲ .001, Cohenのd = 0.36）の得点が高かった。父親が高等教育機関を修了している生徒は，

中等教育機関を修了している生徒より，教師の自律性支援の認知（t（1181）= 4.95, p   ≲ .001, 

Cohenのd = 0.32），学校適応感の学習関係（t（1181）= 3.44, p = .001, Cohenのd = 0.22），学

校全体（t（1181）= 4.09, p   ≲ .001, Cohenのd = 0.26）の得点が高かった。家庭年収は，教師

の自律性支援への認知（r s = .12, p   ≲ .001），学校適応感の学習関係（r s = .20, p   ≲ .001），友人

Table 2 　各変数の記述統計
変数 平均 標準偏差 得点の範囲
教師の自律性への認知 4.70 1.00 1-7
学習関係 3.27 0.79 1-5
友人関係 3.72 0.77 1-5
学校全体 3.37 0.88 1-5
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関係（r s = .10, p   ≲ .001），学校全体（r s = .20, p   ≲  .001）と正の順位相関がみられた。

教師の自律性支援への認知と学校適応感の関連

　教師の自律性支援への認知と学校適応感の関連を検討するために，相関分析を行った（Table 

3）。教師の自律性支援への認知は，学校適応感の学習関係，友人関係，学校全体と正の関連がみ

られた。

　さらに両者の関連を詳細に検討するために，教師の自律性支援への認知から学校適応感への関

わりを想定したパス解析を実行した（Figure 1）。説明変数として教師の自律性支援への認知を，

目的変数として学校適応感の各下位尺度である，学習関係，友人関係，学校全体を投入した。ま

た，統制変数として，デモグラフィック変数を投入した。具体的には，性別（ダミー変数 ; 0 = 

男性 , 1 = 女性），学校種別（ダミー変数 ; 0 = 公立及び国立 , 1 = 私立），母親の学歴（0 = 中等教

育機関 , 1 = 高等教育機関），父親の学歴（0 = 中等教育機関 , 1 = 高等教育機関），家庭年収のうち，

有意な関連がみられた教師の自律性支援への認知及び学校適応感の各変数に対して，パスを想定

した。目的変数の残差間に相関を仮定した。推定には，完全情報最尤推定法を使用した（Enders, 

2010）。分析には，Mplus Ver. 8.7（Muthén & Muthén, 1998-2017）を使用した。モデルの適合

度は，CFI（Comparative Fit Index）とRMSEA（Root Mean Square Error of Approximation）

を用いて評価した。CFIが .950 以上，RMSEAが .050 未満で，それぞれ当てはまりが良いとさ

れている（Byrne, 2012）。分析の結果，モデルの適合度は十分に高かった（CFI = .993, RMSEA 

= .036）。さらに，中学 1年生と高校 1年生の学年間によって，教師の自律性支援への認知から

学校適応感への関わり方が異なるかについて検討するために，多母集団同時分析を行った。各学

年の全てのパスが等値であるように制約されたモデルと，各学年で 1つのパスのみが自由に推定

されたモデルとの適合度を全て比較した（合計で 3回の比較）。適合度の比較には，モデル間で

のCFIの差分（ΔCFI）およびRMSEAの差分（ΔRMSEA）を用いた。ΔCFI ≤ - .010 および 

Table 3 　教師の自律性支援への認知と学校適応感との相関
1 2 3 4

1．教師の自律性支援への認知 －
2．学習関係 r  .609 *** －

95%CI ［.57, .64］
3．友人関係 r  .429 *** .468 *** －

95%CI ［.38, .47］ ［.42, .51］
4．学校全体 r  .562 *** .532 *** .670 *** －

95%CI ［.52, .60］ ［.49, .57］ ［.64, .70］
注 . 95%CIは，95%での信頼区間をさす。
***p   ≲ .001.
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ΔRMSEA ≥ .015 の場合、モデルの適合度が有意に異なるとみなされる（Chen, 2007）。各モデ

ルにおける適合度を比較した結果，等値制約を外すことにより適合度が有意に改善されるパスは

なかった（ΔCFI = .001 – .002, ΔRMSEA = -.001 – .000）。つまり，教師の自律性支援への認

知から学校適応感への関わりにおいて，学年の調整効果はみられなかった。従って，対象者を学

年で区別せずに検討したモデルの結果を報告する。Table 4 に標準化したパス係数を示す。教師

の自律性支援への認知は学校適応感の学習関係，友人関係，学校全体と正の関連がみられ，本研

究の仮説は支持された。

4．考察

　近年，不登校など学校生活上の不適応に陥る中学生や高校生は多いため（文部科学省 , 

2022），生徒の学校適応感に関わる要因を明らかにすることは，極めて重要である。先行研究では，

Table 4 　教師の自律性支援への認知から学校適応感への標準化パス係数
目的変数 標準化パス係数 (β ) 95%CI 調整済みR 2

学習関係 .61*** ［.54, .68］ .40***

友人関係 .46*** ［.37, .55］ .22***

学校全体 .57*** ［.52, .65］ .37***

注 . 95%CIは，95%での信頼区間をさす。
***p   ≲ .001.
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生徒の学校適応感に関わる要因として，生徒と教師の関係性が検討されてきた。しかし，教師の

どのような指導や支援が生徒の学校適応感に関わるのかは，未検討であった。学校適応感に関わ

る教師の支援の解明は，学校での教育相談場面での実践的手立てを提示する上でも有効である。

そこで本研究では，教師の支援として教師の自律性支援に着目した上で，その支援への生徒の認

知と多様な学校適応感（i.e., 学習関係 , 友人関係 , 学校全体）との関連を，中学生及び高校生を

対象に検討した。

　相関分析及びパス解析の結果，中学生及び高校生における教師の自律性支援への認知は，学習

関係，友人関係及び学校全体の各側面の学校適応感と関わることが示された。これらの関連性は，

性別，学校種別，家庭年収，両親の学歴といったデモグラフィック変数の分散を統制した上での

結果であり，中学生及び高校生全般にある程度共通して確認されることが示唆される。これらの

結果は，本研究の仮説を支持している。生徒は，教師の自律性支援を認知することによって，自

律性への欲求，有能感への欲求，関係性への欲求といった，基本的な欲求が充足されることが想

定されている（岡田 , 2018）。そのため，生徒は，教師の自律性支援を認知することで，学業に

自律的に取り組み，学習関係の側面の学校適応感を抱き，さらには自身の有能感や学校内の他者

関係において安心感を自覚し，友人関係や学校全体の側面の学校適応感を抱くと考えられる。

教育相談への示唆

　本研究の結果は，中学生及び高校生の学校適応感を支えることを目指した教育相談についての

示唆を与える。まず，教師による生徒の自律性を支援する重要性が示された。これまで，生徒の

学校適応感を支える基盤として，教師と生徒の良好な関係性（e.g., 教師との関係に対する生徒

の満足感 ; 林田他 , 2018; 教師に対する信頼感 ; 中井・庄司 , 2008）の重要性が指摘されていた。

しかし，教師の具体的な指導や支援のあり方までは，十分に検討されてこなかった。本研究では，

生徒の学校適応感に関わる教師の支援として，教師の自律性支援の有効性を実証的データより明

らかにした。これにより，学校での教育相談場面で，教師の自律性支援を踏まえた指導を展開す

る意義を示した。

　生徒の学校適応感に繋がる教育相談のあり方について考察する。本研究の結果を踏まえると，

学校適応感に繋がる教育相談として，生徒の自律性を促して，学校生活に前向きに取り組む意欲

を支えることが重要であると考えられる。具体的には，教師の自律性支援を構成する 6つの下位

側面を踏まえた指導（岡田 , 2018; Reeve, 2016）が有効であるかもしれない。6つの下位側面には，

（1）生徒の視点に立つこと，（2）内的な動機づけの資源（興味や好奇心 , 心理的欲求）への働き

かけ，（3）要求する際の理由づけ，（4）生徒の否定的な感情を認めること，（5）統制的でない

言語表現の使用，（6）辛抱強く待つこと，がある。これらの下位側面を踏まえると，教師は生徒

の学校生活上の相談に対応する際，まず，生徒の立場に寄り添って傾聴し，共感することを心掛
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け，生徒の否定的な気持ちを受容することが大切と考えられる。その上で，生徒自らが学校生活

を前向きに過ごせるように，教師は生徒と一緒に目標をスモールステップで設定すること（例 : 

遅刻気味の生徒には , まずは生活習慣を整えることを目的として就寝と起床時間を設定するな

ど）が，有効かもしれない。このような教師の自律性支援を踏まえた教育相談は，生徒が自ら課

題を見出し主体的に解決する生きる力の伸長にも繋がるものであり，学校生活のみならず社会生

活での適応に寄与する支援として期待ができる。

本研究の限界と今後の展望

　以下に，本研究の限界点と今後の展望を 2点述べる。第一に，本研究では，生徒による教師の

自律性支援への認知に着目したため，教師の自律性支援は生徒が評定したものを利用した。その

ため，教師が生徒への自律性支援を実際にどのように試みることが，生徒の学校適応感に関わる

かまでは明らかにできていない。今後は，教師の自律性支援の測定には教師評定版を利用し，教

師の自律性支援に関する実際の試みの程度や内容が，生徒の学校適応感に関わるかを明らかにす

る必要がある。

　第二に，本研究は，1時点データに基づく横断的検討である。そのため，教師の自律性支援か

ら学校適応感への因果関係を明らかにできたわけではない。今後は，因果関係に迫ることができ

る実験または縦断的なデータを用いた検討によって，教師の自律性支援と学校適応感との関連性

を詳細に検討していく必要性がある。

結論

　本研究は，中学生及び高校生における教師の自律性支援への認知と学校適応感との関連につい

ての学術的知見を提示すると共に，教育相談場面に関する実践的示唆を提供した。具体的には，

中学生及び高校生における教師の自律性支援への認知は，学習関係，友人関係，学校全体の各側

面の学校適応感と正の関連がみられることを明らかにした。従来の研究で看過されてきた，学校

適応感に繋がる教師から生徒への働きかけとして，教師の自律性支援に着目した上で，その支援

の有効性を示した。学校での教育相談場面では，教師の自律性支援を構成する 6つ側面（生徒の

視点に立つ , 内的な動機づけの資源へ働きかけ , 要求する際に理由づけ , 生徒の否定的な感情を認

める , 統制的でない言語表現の使用 , 辛抱強く待つ）を踏まえた対応を，教師は生徒に対して行

うことが有効と考えられる。

付記

　本研究は，筆頭著者に対する科学研究費補助金（特別研究員奨励費 , 課題番号 20J11894）の

助成を受けて行われた。
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